事例２
設計に係る業務に関する算定例２(図面目録に基づく算定方法)

１． 条件
・建築物の用途等：　庁舎
・工事内容

　１）耐震改修

　２）耐震改修に伴う内装及び外装改修

　３）外壁工事

　４）外構工事

　５）電気設備工事

　６）機械設備工事

· 総工事費の想定：７８，０００千円（建築：62,000　設備：16,000）
· 図面１枚毎の対象外業務率：　図面目録による
・　追加業務：積算業務（積算数量算出書の作成、単価作成資料の作成、見積聴取、見積検討資料の作成）

・　その他の条件：既存ＣＡＤデータ一式貸与

・図面目録の想定

建築工事
	番号
	図　　面　　名　　称
	縮尺
	複雑度
	対象外業務率

	０
	表紙、図面目録
	－
	－
	－

	１
	改修特記仕様書（１）
	－
	Ａ
	０．５

	２
	改修特記仕様書（２）
	－
	Ａ
	０．５

	３
	改修特記仕様書（３）
	－
	Ａ
	０．５

	４
	改修特記仕様書（４）
	－
	Ａ
	０．５

	５
	工事区分表
	－
	Ａ
	０．９

	６
	案内・配置図
	１／２００
	Ａ
	０．５

	７
	改修仕上表
	－
	Ａ
	０．２

	８
	１階平面図（改修前、改修後）
	１／１００
	Ｂ
	０．３

	９
	２階平面図（改修前、改修後）
	１／１００
	Ｂ
	０．３

	１０
	３階平面図（改修前、改修後）
	１／１００
	Ｂ
	０．３

	１１
	屋根伏図
	１／１００
	Ｂ
	０．３

	１２
	立面図（１）
	１／１００
	Ｂ
	０．３

	１３
	立面図（２）
	１／１００
	Ｂ
	０．３

	１４
	立面図（３）
	１／１００
	Ｂ
	０．３

	１５
	立面図（４）
	１／１００
	Ｂ
	０．３

	１６
	断面図
	１／１００
	Ｂ
	０．３

	１７
	矩計図
	１／３０
	Ｃ
	－

	１８
	平面詳細図（１）
	１／５０
	Ｃ
	－

	１９
	平面詳細図（２）
	１／５０
	Ｃ
	－

	２０
	部分詳細図（１）
	１／２０
	Ｃ
	－

	２１
	部分詳細図（２）
	１／２０
	Ｃ
	－

	２２
	部分詳細図（３）
	１／１０
	Ｃ
	－

	２３
	部分詳細図（４）
	１／１０
	Ｃ
	－

	２４
	展開図（１）
	１／５０
	Ｂ
	－

	２５
	展開図（２）
	１／５０
	Ｂ
	－

	２６
	１階天井伏図（改修前、改修後）
	
	Ｂ
	０．３

	２７
	２階天井伏図（改修前、改修後）
	
	Ｂ
	０．３

	２８
	３階天井伏図（改修前、改修後）
	
	Ｂ
	０．３

	２９
	建具表（１）
	
	Ａ
	０．５

	３０
	建具表（２）
	
	Ａ
	０．５

	３１
	耐震改修標準詳細図
	－
	Ａ
	０．９

	３２
	各階伏図（１）
	１／１００
	Ｂ
	０．２

	３３
	各階伏図（２）
	１／１００
	Ｂ
	０．２

	３４
	各階伏図（３）
	
	Ｂ
	０．２

	３５
	軸組図（１）
	１／１００
	Ｂ
	０．２

	３６
	軸組図（２）
	１／１００
	Ｂ
	０．２

	３７
	軸組図（３）
	１／１００
	Ｂ
	０．２

	３８
	補強壁リスト
	１／５０
	Ｃ
	－

	３９
	各部詳細図
	１／２０
	Ｃ
	－

	４０
	仮設計画図（１）
	１／２００
	Ｂ
	０．３

	４１
	仮設計画図（２）
	１／１００
	Ｂ
	０．３

	４２
	仮設計画図（３）
	１／１００
	Ｂ
	０．３

	４３
	仮設計画図（４）
	１／１００
	Ｂ
	０．３

	４４
	仮設計画図（５）
	１／１００
	Ｂ
	０．３


設備工事

	番号
	図　　面　　名　　称
	縮尺
	複雑度
	対象外業務率

	Ｅ１
	改修特記仕様書
	－
	Ａ
	０．５

	Ｅ２
	照明器具仕様書
	－
	Ａ
	０．５

	Ｅ３
	各階電灯配線図（改修前）
	１／１００
	Ｂ
	０．３

	Ｅ４
	各階電灯配線図（改修後）
	１／１００
	Ｂ
	０．３

	Ｅ５
	各階動力・構内交換設備配線図（改修前）
	１／１００
	Ｂ
	０．３

	Ｅ６
	各階動力・構内交換設備配線図（改修後）
	１／１００
	Ｂ
	０．３

	Ｅ７
	構内配電設備・受変電設備・系統図
	１／１００
	Ｂ
	０．３

	Ｅ８
	構内配電線路（改修後）
	１／１００
	Ｂ
	０．３

	Ｅ９
	受変電設備配線図
	１／５０
	Ｃ
	－

	Ｅ10
	受変電設備単線結線図
	１／５０
	Ｂ
	－

	
	
	
	
	

	Ｍ11
	改修特記仕様書
	－
	Ａ
	０．５

	Ｍ12
	空調換気設備平面図（１階）
	１／１００
	Ｂ
	０．３

	Ｍ13
	空調換気設備平面図（２階）
	１／１００
	Ｂ
	０．３

	Ｍ14
	空調換気設備平面図（３階）
	１／１００
	Ｂ
	０．３

	Ｍ15
	給排水設備平面図（１階）
	１／１００
	Ｂ
	０．３

	Ｍ16
	給排水設備平面図（２階）
	１／１００
	Ｂ
	０．３

	Ｍ17
	給排水設備平面図（３階）
	１／１００
	Ｂ
	０．３


２． 設計業務委託料の積算
設計業務委託料は次式により積算する。
（設計業務委託料）＝（直接人件費）＋（諸経費）＋（技術料等経費）＋（特別経費）
＋（消費税等相当額）＝（業務価格）×｛１＋（消費税等率）｝
（１）直接人件費
直接人件費は、委託に付する業務（以下「委託業務」という。）に直接従事する技術者の業務人・時間数に、当該技術者の業務能力（技術力、業務処理能力等）に応じた直接人件費単価を乗じたものの総和とし、次式により算定する。
（直接人件費） ＝ Σ｛（業務人・時間数）×（直接人件費単価）｝
（２）諸経費
諸経費は、次式により算定する。
（諸経費） ＝（直接人件費）×（諸経費率）
（３）技術料等経費
技術料等経費は、次式により算定する。
（技術料等経費） ＝｛（直接人件費）＋（諸経費）｝×（技術料等経費率）
（４）特別経費
特別経費は、実情に応じて算定する。
（５）消費税等相当額
消費税等相当額は、次式により算定する。
（消費税等相当額） ＝（業務価格）×（消費税等率）
３． 業務人・時間数の算定方法
（１）業務人・時間
業務人・時間数は、次式により算定する。
(業務人・時間数) ＝(一般業務に係る業務人・時間数)
＋(追加業務に係る業務人・時間数)
（２）一般業務に係る業務人・時間数の算定
一般業務に係る業務人・時間数は、図面目録に掲げられた図面毎に算定した業務人・時間数の合計とし、次式により算定するものとする。
(一般業務に係る業務人・時間数)＝Σ(図面１枚毎の所要工数)
（３）一般業務の一部を委託しない場合の図面１枚毎の業務人・時間の算定
（イ）一般業務の一部を委託しない場合の業務人・時間数は、次式により算定する。
ここで、「図面１枚毎の対象外業務率」とは、設計契約図書等の定めにより、実施設計に係る一般業務のうち委託業務に含まれない業務がある場合の、当該含まれない業務が実施設計に係る一般業務に係る総業務量に占める割合をいう。
(一般業務に係る業務人・時間数)＝Σ｛(図面１枚毎の所要工数)

×(１－(図面１枚毎の対象外業務率))｝
（ロ）業務細分率は別表２－２により設定することができる。
（注１）対象外業務率の考え方は第３章を参照。
（注２）標準図等が整備されている等の理由から、新たに作図の必要がない図面についても、当該図面を上記式に含めて業務人・時間数を算定する。
（４）図面１枚毎の所要工数
図面１枚毎の所要工数は、図面１枚(大きさは、841mm×594mm(Ａ１版型)を標準とする。)当たりの作成に係る業務人・時間数のことをいい、建築改修工事分、設備改修工事分のそれぞれについて、以下の算定式により得られた工数をもとに、各図面の複雑度を判定し設定することができる。
（1） 建築改修工事分の設計に係る図面１枚毎の所要工数
（換算人・時間数１×実施設計業務に関する細分率の合計）
所要工数＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×複雑度
（算定係数１×建築改修相当工事費＾０．４６２５）
（2） 設備改修工事分の設計に係る図面１枚毎の所要工数
（換算人・時間数２×実施設計業務に関する細分率の合計）
所要工数＝ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×複雑度
（算定係数２×設備改修相当工事費＾０．５１７６）
ここで「換算人・時間数１」及び「換算人・時間数２」は、改修設計業務の対象である改修工事に係る工事費の総額のうち、建築改修分の工事費、設備改修分の工事費から、それぞれ以下の算定式により得られた値を延面積と見なして、算出した業務人・時間数のうち、「換算人・時間数１」にあっては「総合」及び「構造」の合計、「換算人・時間数２」にあっては「設備」に係る業務人・時間数とする。
＾１．０７５６
建築改修分工事費
換算人・時間数１に係る算定式：
算定係数３
＾０．９０６３８
設備改修分工事費
換算人・時間数２に係る算定式：
算定係数４
（注１）複雑度は、図面１枚毎に別表２－１により設定する。
（注２）算定係数（１から４）は工事費単価の変動に応じて毎年設定される。（国土交通省ホームページ参照）
（注３）上記各式中の各工事費は千円単位とする。

４． 業務人・時間数の算定手順
（１）下記の式により、図面１枚毎の所要工数を出すため、換算人・時間数１及び２に係る算定式により、見なし延面積を算出する。
　　　なお，平成２４年度の算定係数は下記のとおり。
　　　　算定係数１　　０．２０５２２

　　　　算定係数２　　０．１０２２３

　　　　算定係数３　　３３８．６２

　　　　算定係数４　　４５．３５９
＾１．０７５６
６２，０００
換算人・時間数１＝
≒２７１（㎡換算）
３３８．６２
＾０．９０６３８
１６，０００
換算人・時間数２＝
≒２０４（㎡換算）
４５．３５９
（２）上記換算延面積の建築物を新築するものとして、延面積に基づく算定方法同様に換算人・時間数を計算する。
別表１－１に掲げる建築物の類型：第四号、第２類（庁舎等）

別表１－２に掲げる計算式

　建築工事（Ｓ＜５００㎡）　

　　　　Ａ＝ａ×Ｓ＋ｂ
設備工事（Ｓ＜５００㎡）
　　　　Ａ＝ａ×Ｓ＋ｂ

　　　　
　　　Ａ：業務量（人・時間）

　　　Ｓ：延面積の合計（㎡）

①総合：Ａ１＝３．９８８９　×２７１＋２４≒１，１０４．９９→１，１０５
　　②構造：Ａ２＝０．８６６４６×２７１＋２４≒　　２５８．８１→　　２５９
　　③設備：Ａ３＝０．６３８５９×２０４＋２４≒　　１５４．２７→　　１５４
Ａ１＝（１，１０５人・時間）

Ａ２＝（　　２５９人・時間）

Ａ３＝（　　１５４人・時間）

（３）別表２－２「設計業務に関する業務細分率」から実施設計の業務務細分率を計算する。
　建築工事　

延面積が２７１㎡換算であるので、実施設計の業務細分率＝０．７３
設備工事
延面積が２０４㎡換算であるので、実施設計の業務細分率＝０．７３
（４）図面１枚毎の所要工数の算定

　建築工事
｛（１．１０５＋２５９）×０．７３｝
所要工数＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×複雑度
（０．２０５２２×６２，０００＾０．４６２５）
　　　　　　　
≒２９．４７×複雑度
複雑度Ａ：　２９．４７×０．６＝１７．６８
複雑度Ｂ：　２９．４７×１．０＝２９．４７
複雑度Ｃ：　２９．４７×１．４＝４１．２６
　設備工事
（１５４×０．７３）
所要工数＝ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×複雑度
（０．１０２２３×１６，０００＾０．５１７６）
　　　　　　　
＝７．３３×複雑度
　　
　複雑度Ａ：　７．３３×０．６＝　４．４０
複雑度Ｂ：　７．３３×１．０＝　７．３３
複雑度Ｃ：　７．３３×１．４＝１０．２６
建築工事　図面１枚毎の所要工数
	番号
	図　　面　　名　　称
	複雑度
	所要工数
	対象外業務率
	所要工数
(対象外業務率を考慮)

	０
	表紙、図面目録
	
	
	－
	－

	１
	改修特記仕様書（１）
	Ａ
	１７．６８
	０．５
	８．８４

	２
	改修特記仕様書（２）
	Ａ
	１７．６８
	０．５
	８．８４

	３
	改修特記仕様書（３）
	Ａ
	１７．６８
	０．５
	８．８４

	４
	改修特記仕様書（４）
	Ａ
	１７．６８
	０．５
	８．８４

	５
	工事区分表
	Ａ
	１７．６８
	０．９
	　１．７７

	６
	案内・配置図
	Ａ
	１７．６８
	０．５
	８．８４

	７
	改修仕上表
	Ａ
	１７．６８
	０．２
	１４．１４

	８
	１階平面図（改修前、改修後）
	Ｂ
	２９．４７
	０．３
	２０．６３

	９
	２階平面図（改修前、改修後）
	Ｂ
	２９．４７
	０．３
	２０．６３

	１０
	３階平面図（改修前、改修後）
	Ｂ
	２９．４７
	０．３
	２０．６３

	１１
	屋根伏図
	Ｂ
	２９．４７
	０．３
	２０．６３

	１２
	立面図（１）
	Ｂ
	２９．４７
	０．３
	２０．６３

	１３
	立面図（２）
	Ｂ
	２９．４７
	０．３
	２０．６３

	１４
	立面図（３）
	Ｂ
	２９．４７
	０．３
	２０．６３

	１５
	立面図（４）
	Ｂ
	２９．４７
	０．３
	２０．６３

	１６
	断面図
	Ｂ
	２９．４７
	０．３
	２０．６３

	１７
	矩計図
	Ｃ
	４１．２６
	－
	４１．２６

	１８
	平面詳細図（１）
	Ｃ
	４１．２６
	－
	４１．２６

	１９
	平面詳細図（２）
	Ｃ
	４１．２６
	－
	４１．２６

	２０
	部分詳細図（１）
	Ｃ
	４１．２６
	－
	４１．２６

	２１
	部分詳細図（２）
	Ｃ
	４１．２６
	－
	４１．２６

	２２
	部分詳細図（３）
	Ｃ
	４１．２６
	－
	４１．２６

	２３
	部分詳細図（４）
	Ｃ
	４１．２６
	－
	４１．２６

	２４
	展開図（１）
	Ｂ
	２９．４７
	－
	２９．４７

	２５
	展開図（２）
	Ｂ
	２９．４７
	－
	２９．４７

	２６
	１階天井伏図（改修前、改修後）
	Ｂ
	２９．４７
	０．３
	２０．６３

	２７
	２階天井伏図（改修前、改修後）
	Ｂ
	２９．４７
	０．３
	２０．６３

	２８
	３階天井伏図（改修前、改修後）
	Ｂ
	２９．４７
	０．３
	２０．６３

	２９
	建具表（１）
	Ａ
	１７．６８
	０．５
	８．８４

	３０
	建具表（２）
	Ａ
	１７．６８
	０．５
	８．８４

	３１
	耐震改修標準詳細図
	Ａ
	１７．６８
	０．９
	　１．７７

	３２
	各階伏図（１）
	Ｂ
	２９．４７
	０．２
	２３．５８

	３３
	各階伏図（２）
	Ｂ
	２９．４７
	０．２
	２３．５８

	３４
	各階伏図（３）
	Ｂ
	２９．４７
	０．２
	２３．５８

	３５
	軸組図（１）
	Ｂ
	２９．４７
	０．２
	２３．５８

	３６
	軸組図（２）
	Ｂ
	２９．４７
	０．２
	２３．５８

	３７
	軸組図（３）
	Ｂ
	２９．４７
	０．２
	２３．５８

	３８
	補強壁リスト
	Ｃ
	４１．２６
	－
	４１．２６

	３９
	各部詳細図
	Ｃ
	４１．２６
	－
	４１．２６

	４０
	仮設計画図（１）
	Ｂ
	２９．４７
	０．３
	２０．６３

	４１
	仮設計画図（２）
	Ｂ
	２９．４７
	０．３
	２０．６３

	４２
	仮設計画図（３）
	Ｂ
	２９．４７
	０．３
	２０．６３

	４３
	仮設計画図（４）
	Ｂ
	２９．４７
	０．３
	２０．６３

	４４
	仮設計画図（５）
	Ｂ
	２９．４７
	０．３
	２０．６３

	
	小計
	
	１２８４．８９
	
	１００２．０３


設備工事　図面１枚毎の所要工数
	番号
	図　　面　　名　　称
	複雑度
	所要工数
	対象外業務率
	所要工数

(対象外業務率を考慮)

	Ｅ１
	改修特記仕様書
	Ａ
	４．４０
	０．５
	　２．２０

	Ｅ２
	照明器具仕様書
	Ａ
	４．４０
	０．５
	　２．２０

	Ｅ３
	各階電灯配線図（改修前）
	Ｂ
	７．３３
	０．３
	　５．１３

	Ｅ４
	各階電灯配線図（改修後）
	Ｂ
	７．３３
	０．３
	　５．１３

	Ｅ５
	各階動力・構内交換設備配線図（改修前）
	Ｂ
	７．３３
	０．３
	　５．１３

	Ｅ６
	各階動力・構内交換設備配線図（改修後）
	Ｂ
	７．３３
	０．３
	　５．１３

	Ｅ７
	構内配電設備・受変電設備・系統図
	Ｂ
	７．３３
	０．３
	　５．１３

	Ｅ８
	構内配電線路（改修後）
	Ｂ
	７．３３
	０．３
	　５．１３

	Ｅ９
	受変電設備配線図
	Ｃ
	１０．２６
	－
	１０．２６

	Ｅ10
	受変電設備単線結線図
	Ｂ
	７．３３
	－
	　７．３３

	Ｍ11
	改修特記仕様書
	Ａ
	４．４０
	０．５
	　２．２０

	Ｍ12
	空調換気設備平面図（１階）
	Ｂ
	７．３３
	０．３
	　５．１３

	Ｍ13
	空調換気設備平面図（２階）
	Ｂ
	７．３３
	０．３
	　５．１３

	Ｍ14
	空調換気設備平面図（３階）
	Ｂ
	７．３３
	０．３
	　５．１３

	Ｍ15
	給排水設備平面図（１階）
	Ｂ
	７．３３
	０．３
	　５．１３

	Ｍ16
	給排水設備平面図（２階）
	Ｂ
	７．３３
	０．３
	　５．１３

	Ｍ17
	給排水設備平面図（３階）
	Ｂ
	７．３３
	０．３
	　５．１３

	
	小計
	
	１１８．７５
	
	８５．７５

	
	
	
	
	
	

	建築・設備合計所要工数
	所要工数
	所要工数

(対象外業務率を考慮)

	業務人・時間数
	１４０３．６４
≒１４０４
	１０８７．７８

≒１０８８


（５）一般業務に係る業務人・時間数の算定
（一般業務に係る業務人・時間）＝Σ(図面１枚毎の所要工数)
　　　　　　　　　　　　　　　＝１，０８８人・時間
（６）追加業務に係る業務人・時間数の算定
追加業務（必要人・時間　）

· 積算業務　１．３により（実施設計に係る業務人・時間数）×０．１５
ただし、積算業務については、実施設計業務の軽減がある場合でも積算業務が軽減されることはないため、対象外業務率を考慮しない所要工数に対して計上する必要があるので

１，４０４×０．１５＝２１０．６≒２１１人・時間
（７）業務人・時間数の算定
　　　　 (業務人・時間数) ＝(一般業務に係る業務人・時間数)＋（追加業務）

(業務人・時間数) ＝１，０８８＋２１１＝１，２９９人・時間
５． 設計業務委託料を構成する費用の算定
（１）直接人件費
直接人件費は、国土交通省　技術調査課から毎年「平成○○年度設計業務委託等技術者単価について」としてインターネットで公表されている。

平成２３年度の設計業務委託等技術者単価は下表のとおり

	技術者の職種
	基準日額（円）

	主任技術者
	５６，６００

	理事、技師長
	５１，８００

	主任技師
	４５，３００

	技師（Ａ）
	３８，９００

	技師（Ｂ）
	３１，６００

	技師（Ｃ）
	２６，２００

	技術員
	２２，７００


直接人件費単価は、業務に従事する技術者の業務能力に応じた単価を採用する。
ただし、「官庁施設の設計業務等積算要領」（以下、積算要領という。）第２章に示す方法により算定した業務人・時間数は、一級建築士取得後３年未満又は二級建築士取得後５年以上８年未満の業務経験のある者若しくは大学卒業後５年以上相当の能力のある者が業務に従事することを想定した値となっているが、この場合の直接人件費単価は、当面、国土交通省で公表している設計業務委託等技術者単価における「技師Ｃ」単価を用いて差し支えない。
上記の直接人件費は基準日額となっているため、「業務人・時間数」を「業務人・日数」に置き換える必要がある。

この設計業務委託等技術者単価は、所定労働時間内８時間当たりの単価となっているので
１，２９９人・時間／８時間　＝　１６２．３７≒１６２人・日

（直接人件費） ＝ Σ｛（業務人・日数）×（直接人件費単価）｝
（直接人件費） ＝１６２人・日×２６，２００円＝４，２４４，４００円

（２）諸経費（１．０　積算要領　２．４による）
（諸経費） ＝（直接人件費）×（諸経費率）
（諸経費） ＝４，２４４，４００円×１．０＝４，２４４，４００円
（３）技術料等経費（０．２　積算要領　２．５による）
（技術料等経費） ＝｛（直接人件費）＋（諸経費）｝×（技術料等経費率）
　　　（技術料等経費） ＝（４，２４４，４００円＋４，２４４，４００円）

                       　　×０．２＝１，６９７，７６０円

（４）特別経費
特別経費は、実情に応じて算定する。
　　仮に５０，０００円と想定

（５）消費税等相当額
（消費税等相当額） ＝｛（直接人件費）＋（諸経費）＋（技術料等経費）

＋（特別経費）｝×（消費税等率）
　　　　　　　　　　　　 ＝（業務価格）×（消費税等率）
（消費税等相当額） ＝（４，２４４，４００円＋４，２４４，４００円
                             ＋１，６９７，７６０円＋５０，０００円）×０．０５

　　　　　　　　　　　　 ＝１０，２３６，５６０円×０．０５＝５１１，８２８円

設計業務委託料の積算
（設計業務委託料）＝（直接人件費）＋（諸経費）＋（技術料等経費）＋（特別経費）

＋（消費税等相当額）＝（業務価格）×｛１＋（消費税等率）｝

（設計業務委託料）＝１０，２３６，５６０×（１＋０．０５）

＝１０，７４８，３８８円
